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【目的】 
必須問診項目を用いて、市町村間の健康格差等を分析することで、母子保健情報を活用した

施策への必須問診項目の活用について検討すること。 
【方法】 
2016 年度に必須問診項目を乳幼児健康診査で実施した愛知県内 53 市町村で、乳幼児健診を

受診した児の保護者（3〜4 か月児健診 56,898 人、1 歳 6 か月児健診 57,460 人、3 歳児健診

56,991 人）から、必須問診項目の回答を得た。解析する地域単位は市町村とし、各指標の該当

率は経験ベイズ法で算出した。市町村間格差は、最大値と最小値の比および差で評価した。問

診項目ならびに国勢調査との関連性について、ピアソンの積率相関係数を算出した。さらに、

2016 年度に縦断分析が可能であった愛知県内 48 市町村で幼児健診を受診した児の保護者（1

歳 6か月児健診 30,980 人、3 歳児健診 30,125 人）から、必須問診項目の回答を得た。特に、

A市の「この地域で子育てをしたいと思う親の割合（指標 C-1）」が低値であることから、同項

目と他項目との関連について A市を含む Z保健所管内市町で比較検討した。 

【結果】 
母親の喫煙率や重点課題の指標である育てにくさの解決方法を知っている割合、「叩かない

子育て」の実施率は、市町村間の健康格差が顕著であった。指標 C-1については、父親の育児

参加率や乳幼児人口、年少人口と正の関連を示し、母親の喫煙率と負の関連を示していた。A

市における指標 C-1 と育てにくさを感じる親の割合は、1 歳 6 か月児で負の関連、3 歳児で正

の関連を示した。 

【考察】 
県や保健所単位で共通問診項目を分析することは、地域における健康格差を示すことに有用

である。従って、保健所や県がエビデンスに基づいて市町村による取り組みを支援する際に有

用と考えられる。共通問診項目のみで全ての健康課題を評価することは困難であり、既存の統

計資料の活用や、地域の健康課題に合わせた質問を別項目として設定することで、より詳細な

分析が可能と考えられる。 
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分担研究報告書 

A．研究目的 

健やか親子２１（第２次）では、基盤課題及

び重点課題について、行政機関等の取り組みを

評価する「環境整備の指標」、住民の行動や意

識の変化を評価する「健康行動の指標」、さら

に各課題のアウトカムを評価する「健康水準の

指標」を定めている。基盤課題 C「妊産婦や子

どもの成長を見守り親子を孤立させない地域

づくり」では、「環境整備の指標」として乳幼

児健康診査（以下、乳幼児健診）の未受診者の

全数把握を行う体制づくり等が市町村に求め

られており、「健康行動の指標」ではマタニテ

ィマークの使用割合や国民における認知度を

高めることが評価指標とされている。さらに、

「健康水準の指標」では、「この地域で子育て

をしたいと思う親の割合（指標 C-1）」がアウト

カムとして定められている。指標 C-1はソーシ

ャル・キャピタルの醸成度を反映し、この指標

が高いことは住民が暮らしやすいコミュニテ

ィの実現を示すものであり、その他の基盤課題

や重点課題の達成に向けた基盤を成すもので

ある。 

一方、現代の母子の健康課題は、市町村の健

康格差や子どもを取り巻く様々な環境の多様

化によって、複雑化していることが指摘されて

いる 1)。このような背景に対して、各市町村の

現状を正確に反映し、近隣自治体間若しくは全

国で状況を経時的に評価できる指標を設定す

ることは、現代の母子の健康課題を改善する施

策に寄与すると考えられる。そこで、健やか親

子２１（第２次）では、全市町村の乳幼児健診

で実施されている問診に、15 指標の必須問診

項目が導入された 2,3)。この必須問診項目は厚

生労働省母子保健課調査として導入されてい
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るが、その結果を都道府県等が地域単位で分析

することで市町村間の健康格差の評価が可能

であり、住民の母子保健水準の向上に寄与する

施策に結びつけることができる。そこで、本研

究では、愛知県内の市町村で得られた必須問診

項目のデータを用いて、市町村間の健康格差や

指標間の関連性を分析することで、母子保健情

報を活用した施策への活用について考察した。 

 

B．研究方法 

1）分析対象 

（1）集団データ 

 2016 年度に必須問診項目の導入がなかった

1 市を除く愛知県内 53 市町村で、乳幼児健診

を受診した児の保護者から、必須問診項目の回

答を得た。本研究で使用した必須問診項目と、

分析に用いた算出方法は表 1 に示した。尚、1

政令指定都市では 2016 年 7 月に必須問診項目

を導入した後の回答について、市全体での集計

値を使用した。解析対象とした児の人数は、3

〜4 か月児健診 56,898 人、1 歳 6 か月児健診

57,460 人、3歳児健診 56,991人である。 

さらに、2010年と 2015 年に実施した国勢調

査から、各市町村の人口統計に関する表 2に示

す項目を活用した。 

 

（2）個別データ 

 2016 年度に愛知県内市町村の共通問診項目

を導入している 48 市町村で幼児健診を受診し

た児の保護者から、問診の回答を得た。本研究

では、必須問診項目に加えて、育児の相談相手

の有無を解析指標に用いた（表 1）。解析対象と

した児の人数は、1歳 6か月児健診 30,980人、

3歳児健診 30,125人である。 

 

2）統計解析方法 

 解析する地域単位は市町村とし、各指標の該

当率は経験ベイズ法で算出した。市町村間格差

は、最大値と最小値の比および差で評価した。 

 空間統計学的分析は、コロプレス地図と

Moranの測度 Iを利用した空間的自己相関分析

で行った。コロプレス地図は Jenks の最適化法

を用いた 4階層で作成した。測度 Iは X軸を各

市町村で得られた指標の標準化した値、Y軸を

その市町村の近接地域の標準化値の平均値と

定義した座標平面から得られる。測度 Iは-1か

ら 1の範囲をとり、高値であるほど、類似した

値をもつ市町村が空間的に近い位置にある（地

域集積性がある）ことを示す。また、測度 Iが

0に近いことは、市町村がランダムに位置する

ことを示す。 
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 集団データ間の関連性は、ピアソンの積率相

関係数 r で求め、|r|=0.2〜0.4 を弱い相関あ

り、|r|=0.4〜0.7を中程度の相関あり、|r|≧

0.7 を強い相関ありとした。個別データ間の関

連性は、オッズ比と Mantel-Haenszel 法で評価

した。 

 空間統計学的分析は GeoDa 1.12.1.59 を使

用した。空間的自己相関分析の近接性は Queen

法で定義し、Permutation test の繰り返し回

数は 9999 回とした。集団および個別データ間

の関連性は、Stata15を使用して解析した。す

べての解析で危険率 5%を有意水準とした。 

 

（倫理面への配慮） 

 各指標のデータは匿名化されたものを用い、

あいち小児保健医療総合センター倫理委員会

の承認を得て研究を実施した。 

 

C．研究結果 

1）集団データの記述統計量 

問診項目では、比として「母喫煙」と「叩か

ない子育て」は 2.0倍以上の値を示し、差とし
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て「育てにくさ解決」と「叩かない子育て」は

20 ポイント以上の差を示した（表 3）。また、

「地域育児」と「父育児参加」、「ゆったり気分」

および 1歳 6か月児における「社会性発育認知

度」では、90%以上の市町村が健やか親子２１

（第２次）の中間評価目標値を達

成した。しかし、「地域育児」と「ゆ

ったり気分」では、市町村間に 10

ポイント以上の差が認められた。

一方、「父喫煙」、「育てにくさ解決」

および 3歳児における「社会性発

達認知度」では、10%以下の市町村

が健やか親子２１（第２次）の中

間評価目標値を達成していた。尚、

国勢調査で得られた値では、「女

性中学校卒業」、「男性中学校卒業」

および「市内居住」で 5 倍以上、

「持ち家世帯」、「女性中学校卒業」、「男性中学

校卒業」で 30 ポイント以上の市町村間の差が

認められた。 

 

2）集団データを用いた「地域育児」の分析 

「地域育児」のコロプレス地図を図 1に示し

た。Jenks の最適化法を用いて 4階層に分類し

た結果、A 市の値は 1 歳 6 か月児 86.4%、3 歳

児 86.1%と 2集団で最も低値の階層に属してお

り、A市を担当に含む Z保健所管内にある他市

町の値は A市と異なる階層に属していた。 

「地域育児」の Moranの測度 Iは 0に近似す

る値を呈しており、「地域育児」には空間的自

己相関がないことが示された。そこで、各市町

村の値に独立性があると考え、ピアソンの積率

相関係数を用いた地域相関分析を試みた（表

4）。その結果、1歳 6か月児と 3歳児において、

「地域育児」は「父育児参加」や「乳幼児人口」、

「年少人口」と正の関連を示し、「母喫煙」と

負の関連を示していた。さらに、1歳 6か月時

点では、社会経済的指標である学歴が「地域育

児」と負の関連を呈した。また、3歳時点では、

「ゆったり気分」と正の関連を示し、「母子家

庭世帯」とは負の関連を認めた。 

 次に、A市は中学校卒業までの通院医療費に
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自己負担があるため、他の 4 市と「地域育児」

を比較した（表 5）。その結果、A市の「地域育

児」は、他の 4 市と比較して約 10 ポイント低

い値であった。 

 

3）個別データを用いた「地域育児」の分析 

 A 市が含まれる Z 保健所管内市町村におい

て、A市と他市における「地域育児」と他項目

の関連を分析した（表 6）。 

A 市における「地域育児」は、1 歳 6 か月児

の「育てにくさ」と負の関連を示し、3歳児の

「父育児参加」、「育てにくさ」と正の関連を示

した。また、他市の「地域育児」は、1歳 6か

月児の「ゆったり気分」と「相談相手」、3歳児

の「ゆったり気分」、「育てにくさ解決」、「相談

相手」と正の関連を示し、3 歳児の「母喫煙」

と負の関連を示した。さらに、Mantel-Haenszel

検定を用いて A 市と他市における結果の一様

性を検討した結果、1歳 6か月児の「母喫煙」、

「ゆったり気分」、「育てにくさ」、「相談相手」、

3歳児の「母喫煙」、「父育児参加」、「ゆったり

気分」、「育てにくさ解決」、「相談相手」では、

A市と他市における「地域育児」と他要因との

関連性が一様であることは有意

に否定できる結果であった。 

 

D．考察 

 本研究では、必須問診項目につ

いて市町村間で比較することで、

その活用方法について検討した。

その結果、市町村間で特に該当率

が異なっていた項目として、「母

喫煙」、「育てにくさ解決」、およ

び「叩かない子育て」が挙げられ

る。すなわち、これらの項目につ

いては、県内市町村の健康度が異

なっており、特に改善を要する市

町村があることを意味している。母親の喫煙率

は母子保健におけるリスク因子として知られ

ており 4,5)、育てにくさを感じる親の支援や子

ども虐待の予防は重点課題として注力してい

る課題である。これらの項目について、県内市

町村間で健康格差が認められることは、健やか

親子２１（第２次）の後期 5年間で改善すべき

課題と考えられる。 

本研究では、ソーシャル・キャピタルの醸成

を評価する指標 C-1について、その年齢集団別

の該当率を「地域育児」として用いた。地域相

関分析の結果、「地域育児」は母親の喫煙率や

家庭における育児環境、社会経済的指標、人口

や世帯の構成と関連がみられた。また、市町村

別に「地域育児」の該当率をみると、特に A市

の値が低いことが明らかになった。 

2016年度現在、A市は中学校卒業までの通院

医療費に自己負担がある県内 5 市の一つであ

った。そこで、通院医療費に自己負担がある市

町間で「地域育児」を比較したが、A市は他市

と比較して約 10 ポイント低値であった。2019

年度から A 市は通院医療費の自己負担を軽減

しており、今後の「地域育児」該当率を経時的
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に評価することで、医療費削減による子育て支

援策とソーシャル・キャピタルとの関連を明ら

かにすることが可能と思われる。さらに、個別

データを用いた分析では、A市を含む Z保健所

管内市町における「地域育児」と「育てにくさ」

との関連について、より詳細な検討を要する結

果が得られた。すなわち、1 歳 6 か月児では、

「この地域で子育てしたいと思う」者には「育

てにくさ」を感じる人が少なく、その傾向は他

市と比較して A 市で強くみられた。一方で、3

歳児では、「この地域で子育てしたいと思う」

者には「育てにくさ」を感じる人が多く認めら

れた。 

本研究は横断的調査

であり、「地域育児」と

他項目との因果関係を

示すものではない。ま

た、共通問診項目は親

子の健康を評価する項

目であり、保護者の属

性などの基礎的情報は

得ることができない。

しかし、同一の親子を

健診間で縦断分析する

ことや、「地域育児」な

どの回答を選んだ理由

を把握する質問を別途

設定すること、保護者

の属性などの情報を得

ることで、より詳細な

分析が可能になると考

える。 

本研究では、県ある

いは保健所管内におい

て、市町村間比較を行

っている。共通問診項

目を「厚生労働省への

報告のための問診」という趣旨のみで捉えず、

県域や保健所単位で共通の物差しにより健康

格差が分析できるツールとして共通問診項目

を活用することは、保健所や県がエビデンスに

基づいて市町村による取り組みを支援する際

に有用と考えられる。 

 

E．結論 

必須問診項目の結果について、県域や保健所

単位で市町村間の健康格差や指標間の関連性

を分析するは、地域のエビデンスに基づいた施

策展開の一助となる。 
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